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仕 様 書 

 

第１ 委託件名 

平成31年度 報奨旅行等誘致・開催支援事業アトラクションプログラム実施業務（侍トレーニン

グ及び忍者パフォーマンス）委託 

 

第２ 契約期間 

契約締結日の翌日から2020年3月31日までの間で公益財団法人東京観光財団（以下、「財

団」という。）の指定する日時まで 

 

第３ 履行場所 

都内の財団の指定する場所 

 

第４ 目的 

報奨旅行（インセンティブツアー）等（以下、「報奨旅行等」と言う。）誘致・開催支援事業は、東

京都内での報奨旅行等を計画している海外の企業系イベントに対して東京の伝統的または

現代的なアトラクション等を提供することにより、報奨旅行等の誘致を促進し、開催件数の増

加を図ることを目的とする。 

 

第５ 委託内容 

１ 侍トレーニングの概要 

報奨旅行等の参加者最大 30 名に対して、武士道について講義を行う。また、参加者一人一人

が実際に着物を着用し、侍ならではの威厳のある所作、立ち回り、基本的な攻めや受け身等

の刀さばきをチームごとに学び練習する。 

また、主催者の要望に応じて、グループ対抗で勝者を決定する等、チームビルディングの

要素を加えること。 

   会場：主催者が指定する都内会場及びホテル等 

   プログラム実施時間：60 分程度    

 

２ 忍者パフォーマンスの概要 

報奨旅行等のイベント参加者向けに忍者パフォーマンスを派遣する。パフォーマンス内容につ

いては海外参加者の目を引くような内容になるよう検討し、事前に財団と調整することとする。 

   会場：主催者が指定する都内会場及びホテル等 

プログラム実施時間：15 分程度 

 

２ アトラクションの実施に係る準備・手配等 

   （１） 上記１の実施に係るパフォーマー等の手配 

    ・侍トレーニングについては５名程度の講師、忍者パフォーマンスについては 5 名程度の演者

を手配し、都内会場まで派遣すること。 
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    ・侍トレーニングについては、通訳を手配する等して、英語等多言語で説明が実施できる体制

を整えること。 

   （２） 用具一式の手配 

    ・侍トレーニング及び忍者パフォーマンスについて、必要となる音楽や衣装、器具等を用意し、

都内会場まで搬送すること。 

     なお、原則として、侍トレーニングについては参加者全員が着物を着用できるようにすること。 

   （３） 事前・事後準備 

    ・侍トレーニング及び忍者パフォーマンスに必要な打ち合わせ費用、用具等の搬入・搬出に係 

る経費も本契約に含むものとする。 

   （４）その他 

    ・侍トレーニング及び忍者パフォーマンスに係る講師、演者等の交通費、駐車場代及び飲食代 

等も本契約に含むものとする。 

   

第６ 守秘義務等 

１ 受託者は、本契約業務の実施に当たって、関係法令、条例及び規則等を遵守すること。 

２ 受託者は、本契約の履行により知り得た業務委託の内容を第三者に漏らしてはならない。 

 

第７ 第三者代行の禁止 

本委託業務は、原則として第三者に代行させてはならない。 

ただし、事前に文書により財団と協議し、承認を得た事項については、第三者に委託して行うこと

ができる。 

 

第８ 個人情報の保護 

別紙１「個人情報に関する特記事項」を遵守すること。 

 

第９ 支払方法 

委託料は、契約金額を上限として、実際の手配数等により算出し、全ての業務完了後一括払い 

とする。 

 

第１０ 環境により良い自動車利用 

本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、都民の健康と安全を確保する環

境に関する条例（平成12年東京都条例第215号）の規定に基づき、次の事項を遵守すること。 

１ ディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

2 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関す

る特別措置法（平成４年法律第７０号）の対策地域内で登録可能な自動車の利用に努めること。 

なお、適合の確認のために、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置

装着証明書等の提示又は写の提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出するこ

と。 
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第１１  その他 

1 受託者は、業務の詳細について、財団の担当者及び関係者と十分な打ち合わせを行い、業

務の目的を達成すること。 

２ 本仕様書で不明な事項及び疑義がある場合は、財団と事前に協議すること。 

３ 本契約は、平成３１年度東京都予算が東京都議会において委託契約締結前に可決・成立し

平成３１年度の財団の収支予算が平成３１年３月３１日までに財団理事会で承認された場合に

おいて、平成３１年４月１日に確定するものとする。 

４ 財団は必要に応じて本契約に係る情報（受託者名・契約種別・契約件名および契約金額 

等）を公開することがあるが、受託者はこれを了承するものとする。 

５ 年号が変わった場合、以降に係る現行の表記を新年号に読み替えるものとする。 

 ６ 2019 年 10 月 1 日以降の履行の場合は、消費税率が 10パーセントに変更となる。 

 

担当者連絡先： 公益財団法人東京観光財団 

コンベンション事業部 名塚・藤村 

 

電話 ０３－５５７９－２６８４ 

ＦＡＸ ０３－５５７９－２６８５ 

 

 

 

 


